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　　　　　　　　　　　　　（以下「契約者」という。）と社会福祉法人慈徳会（以下「事業者」という。）

　は、　　　　　　　　　　（以下「利用者」という。）松寿園デイサービス（以下「デイサービス」と

　いう。）において、事業者から提供される通所介護サービスまたは第１号通所介護事業（介護予防通所介護相当）を受け、契約者がそれに対する利用料金　を支払うことについて、次の通り契約（以下「本契約」という。）を締結します。

第一章　　総則

第１条　　（契約の目的）

１．　事業者は、介護保険法令の主旨に従い、利用者がその有する能力に応じ、可能な限り自立した日

　　常生活を営む事ができるように支援する事を目的として、利用者に対し、第４条及び第５条に定め

　　る通所介護サービスを提供します。

２．　事業者が利用者に対して実施する通所介護サービスの内容、利用日、利用時間、費用等の事項（以

　　下「通所介護計画」という。）は、別紙『重要事項説明書』に定めるとおりとします。

第２条　　（契約期間）

１．　本契約の有効期間は,契約締結の日から１２ヶ月間とします。　契約期間満了の２日前までに契約

　　者から契約終了の申し入れがない場合には、本契約は１２ヶ月間同じ条件で更新されるものとし以

　　後も同様とします。

２．　契約満了日の２日前までに契約者から事業者に対して文書により契約満了の申し出がない場合に

　　は、契約は更新されたものとします。

第３条　　（通所介護計画の決定・変更）

1． 事業者は、利用者に係る居宅サービス計画（以下「ケアプラン」という）または介護予防サービス
計画または介護予防マネジメントケアプラン（以下「介護予防ケアプラン」という）が作成されている場合には、それに沿って利用者の通所介護計画を作成するものとします。

2． 事業者は、利用者に係るケアプランまたは介護予防ケアプランが作成されていない場合でも、利用者

　　の通所介護計画の作成を行います。その場合に、事業者は契約者に対して、居宅介護支援事業者、地域包括支援センターを紹介する等、居宅サービス計画または介護予防ケアプラン作成のために必要な支援を行うものとします。

3． 事業者は、通所介護計画について契約者に説明し、同意を得たうえで決定するものとします。

4． 事業者は、利用者に係る居宅サービス計画（ケアプラン）または介護予防ケアプランが変更された
場合、もしくは契約者の要請に応じて、通所介護計画について変更の必要があるかどうかを調査し、その結果通所介護計画の変更の必要があると認められた場合には、契約者と協議して、通所介護計画を変更するものとします。

5． 事業者は、通所介護計画等を変更した場合には、契約者に対して書面を交付し、その内容を確認す

　　るものとします。　　

第４条　　（介護保険給付対象サービス）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者は、介護保険給付対象サービスとして、事業者が事業所において利用者に対して、日常生活の世話及び機能訓練を提供するものとします。　
第５条　　（介護保険給付対象外のサービス）

１．　事業者は契約者との合意に基づき、介護保険給付の支給限度を超える通所介護サービスを提供す　　るものとします。

２．　前項の外、事業者は以下のサービスを介護保険給付対象外のサービスとして提供するものとします。

①　食事の提供　　②　通常の事業実施区域外への送迎　　③　レクリエーション・クラブ活動

　　　④　複写物の交付　　⑤　日常生活上必要となる諸費用実費　　⑥　その他諸費用実費
３．　前２項のサービスについて、その利用料金は契約者が負担するものとします。
４．　事業者は第１項及び第２項に定める各種のサービスの提供について、必要に応じて利用者の家族

　　等に対してもわかりやすく説明するものとします。

第６条　　（利用者等への説明）

1． 事業者は、本契約に基づいて契約者に対して行うのと同様の内容の説明を、利用者に対しても行

　　うよう努めるものとします。

2． 契約者は、本説明に基づいて事業者から行われる説明及び報告等について、利用者の家族等へ適

　　宜説明を行うよう努めるものとします。

第７条　　（運営規程の遵守）

１．　事業者は、別に定める運営規程に従い必要な人員を配置し、利用者に対して本契約に基づくサー

　　ビスを提供するとともに、建物及び付帯施設の維持管理を行うものとします。

２．　本契約における運営規程については、本契約に付随するものとして、事業者、契約者ともに遵守

　　するものとし、事業者がこれを変更する場合は、契約者に対して事前に説明することとします。

３．　契約者は、前項の変更に同意することができない場合には、本契約を解除することができます。

　

第二章　　サービスの利用と料金の支払い
第８条　　（サービス利用料金の支払い）

1． 利用者は、要介護度に応じて第４条に定めるサービスを受け、契約者は重要事項説明書に定める
　　所定の料金体系に基づいたサービス利用料金から介護保険給付額を差し引いた差額分（自己負担：

　　通常はサービス利用料金の１割）を事業者に支払うものとします。

但し、利用者がいまだ要介護認定を受けていない場合及び居宅サービス計画または介護予防ケアプランが作成されていない場合には、契約者はサービス利用料金をいったん支払うものとします。
（要介護認定後、自己負担分を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。）

2． 第５条に定めるサービスについては、契約者は重要事項説明書に定める所定の料金体系に基づい

　　たサービス利用料金を事業者に支払うものとします。

３．　前項の外、契約者は食事代とおむつ代等利用者の日常生活上必要となる諸費用実費を事業者に支

　　払うものとします。

４．　契約者は前３項に定めるサービス使用料金をサービスの終了時に支払うものとします。

第9条 （利用日の中止・変更・追加）

1． 契約者は、利用期日前において、通所介護サービスの利用を中止又は変更、もしくは新たなサー

　　ビスの利用を追加することができます。　この場合には、契約者はサービス実施日の前日までに事

　　業者に申し出るものとします。　

2． 契約者が、利用期日に利用の中止を申し出た場合は、重要事項説明書に定める所定の取消料を事

　　業者にお支払いただきます。　但し、利用者の体調不良等、正当な理由がある場合は、この限りで

　　はありません。

3． 事業者は、第１項に基づく契約者からのサービスの利用の変更・追加の申し出に対して、事業所

　　が満員で契約者の希望する日にサービスの提供ができない場合、他の利用可能な日を契約者に提示

　　して協議するものとします。

第１０条　（利用料金の変更）

1． 第８条第１項に定めるサービス利用料金について、介護給付体系の変更があった場合、事業者は

　　当該サービスの利用料金を変更できるものとします。

2． 第８条第２項及び第３項に定めるサービス利用料金については、経済状態の著しい変化その他や

　　むを得ない事由がある場合事業者は契約者に対して、変更を行う２ヶ月前までに、説明をした上で、

　　当該利用料金を相当な額に変更することができます。

3． 契約者は前項の変更に同意できない場合には、本契約を解約することができます。

第三章　　事業者の義務違反
第１１条　（事業者及びサービス従業者の義務）

１．　事業者及びサービス従業者は、サービスの提供にあたって利用者の生命、身体、財産の安全・確

　　保に配慮するものとします。　

２．　事業者は利用者の体調・健康状態からみて必要な場合には、事業所の医師または看護職員もしく

　　は主治医と連携し、利用者からの聴取・確認のうえでサービスを実施するものとします。

３．　事業者は、非常災害に関する具体的な計画を策定するとともに非常災害に備えるため、利用者に

　　対して定期的に避難、救出その他必要な訓練を行うものとします。

4． 事業者は、利用者に対する通所介護サービスの提供について、記録を作成し、それを５年間保管

　　し契約者もしくは代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付するものとします。

５．　事業者は、サービス提供時において、利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合は、

　　速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講ずるものとします。

　　
第１２条　（守秘義務等）

１．　事業者、サービス従事者または従業員は、通所介護サービスを提供する上で知り得た利用者又は

　　契約者に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。
この守秘義務は、本契約が終了した後も継続します。

２．　事業者は、利用者に医療上緊急の必要性がある場合には、医療機関等に利用者に関する情報を提

　　供できるものとします。

３．　事業者は、前２項に拘らず、利用者に係る他の居宅介護支援事業者との連携を図るなど正当な理

　　由がある場合には、その情報が用いられる者の事前の同意を文書により得たうえで、利用者又は契

　　約者等の個人情報を用いることができるものとします。

第４章　　契約者及び利用者の義務
第１３条　（利用者の施設利用上の注意義務）

1． 利用者は、事業所の施設、設備、敷地をその本来の用途に従って利用するものとします。

2． 契約者は、利用者が事業所の施設、設備について、故意又は重大な過失により滅失、破損、汚損

　　もしくは変更した場合には、自己の費用により現状に復するか、又は相当の代価を支払うものとし

　　ます。　　

３．　利用者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、契約者と事業者との協議により施設、

　　設備の利用方法等を決定するものとします。

第１４条　（利用者の禁止行為）

　　　利用者は、事業所内で次の各号に該当することは許されません。

1) 決められた場所以外での喫煙

2) サービス従事者または他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活

　　　　動をおこなうこと

　　　3)　銃刀類・可燃物・爆発物・劇薬物等のほか、酒・おやつ等の飲食物の持ち込みを行うこと。

　　　　　但し、身体的な理由により持ち込みが必要なものは、契約者又は利用者と事業者が協議の上、

　　　　判断するものとします。

第五章　　　損害賠償（事業者の義務違反）
第１５条　（損害賠償責任）

１．　事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、自己の責任に帰すべき事由により契約者又

　　は利用者に生じた損害について賠償する責任を負います。

　　　但し、契約者又は利用者に過失が認められる場合には、利用者の置かれた心身の状況を斟酌して

　　相当と認められる場合には、損害賠償責任を減ずることができます。

２．　事業者は、前項の損害賠償責任を速やかに履行するものとします。

第１６条　（損害賠償がなされない場合）

　　　事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り損害賠償責任を負いません。　とりわけ以下の各

　　号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。

1． 契約者が、契約締結時に利用者の心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げ

　　ず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合。

2． 契約者が、利用者へのサービスの実施にに当って必要な事項に関する聴取・確認に対して故意に

　　これを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合。

3． 利用者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由にもっぱら起因し

　　て損害が発生した場合。

4． 契約者及び利用者が、事業者もしくはサービス従事者の指示・依頼に反して行った行為にもっぱ

　　ら起因して損害が発生した場合。

第１７条　　（事業者の責任によらない事由によるサービスの実施不能）
１．　契約の有効期間中、地震・噴火等の天災その他自己の責に帰すべからざる事由によりサービスの

　　実施ができなくなった場合には、利用者に対して当該サービスを提供すべき義務を負いません。

２．　前項の場合に、事業者は契約者に対して既に実施したサービスについては所定のサービス利用料

　　金の支払いを請求できるものとします。
第六章　　契約の終了
第１８条　（契約の終了事由、契約終了に伴う援助）
１．　利用者は以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところに従い、事業者が提

　　供するサービスを利用することが出来るものとします。
　　　1)　利用者が死亡した場合。
　　　2)　要介護認定により利用者の心身の状況が自立と判定された場合。
3) 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合、又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖

　　　　　した場合。
　　　4)　施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合。
　　　5)　事業者が介護保険の適用を取り消された場合、又は指定を辞退した場合。
　　　6)　第１９条から第２１条に基づき本契約が解約又は解除された場合。
第１９条　（契約者からの中途解約等）
１．　契約者は、本契約の有効期間中、本契約を解除することができます。　この場合には、契約者は

　　契約終了を希望する日の７日前までに事業者に通知するものとします。
２．　契約者は、以下の事項に該当する場合には本契約を即時に解約することができます。

1) 第７条第３項、第１０条第３項により、本契約を解約する場合。

　　　2)　利用者が入院した場合。

　　　3)　利用者に係る居宅サービス計画（ケアプラン）または介護予防ケアプランが変更された場合。

第２０条　（契約者からの契約解除）
　　　契約者は、事業者もしくはサービス従事者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、本契

　　約を解除することができます。
1) 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める通所介護サービスを実施し

　　　　ない場合。
　　　2)　事業者もしくはサービス従事者が第１２条に定める守秘義務に違反した場合。
　　　3)　事業者もしくはサービス従事者が故意または過失により契約者及び利用者の身体・財物・信

　　　　用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場

　　　　合。
4) 他の利用者が利用者の身体・財物・信用を傷つけた場合、もしくは傷つける恐れがある場合

　　　　において、事業者が適切な対応をとらない場合。
第２１条　（事業者からの契約解除）
１．　事業者は、契約者又は利用者が以下の事項に該当する場合には、本契約を解除することが出来ま

　　す。
1) 契約者が、契約締結時に利用者の心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを

　　　　　告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場

　　　　合。
2) 契約者による、第８条第１項から第３項に定めるサービス利用料金の支払いが３ヶ月以上遅

　　　　延し、相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合。
3) 利用者が、故意又は重大な過失により事業者、もしくはサービス従事者、もしくは他の利用
　　　　者の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為などを行うこと等によって、本

　　　　契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合。
第２２条　（精算）
　　　第１８条第１項第２号から第６号により、本契約が終了した場合において、契約者は利用者に対

　　して既に実施されたサービスに対する利用料金支払い義務、及び第１３条第２項（原状回復の義務）

　　その他の条項に基づく義務を事業者に対して負担しているときは、契約終了日から１週間以内に精

　　算するものとします。
第７章　　その他
第２３条　（契約当事者の変更）

　　　契約者は、契約の有効期間中に心神喪失その他の事由により判断能力を失った場合に備えて、

　　契約者の家族等を予め代理人とする事を定めるか、又は契約者の家族等を含む第三者に契約者を

　　変更することに同意します。　
第２４条　（苦情処理）
　　　事業者は、その提供したサービスに関する契約者又は利用者からの苦情に対して、苦情を受付け

　　る窓口を設置して適切に対応するものとします。
第２５条　（協議事項）
　　　本契約に定められていない事項について問題が発生した場合には、事業者は契約者と誠意を持っ

　　て協議するものとします。
　上記の契約を証するため、本書２通を作成し、契約者、事業者が記名捺印の上、各１通を保有する

ものとします。　
　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　事業者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　茨城県　鹿嶋市　大字　武井　１９５６番地の３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　社会福祉法人　慈徳会　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　理事長　松倉　則夫　　印　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　契約者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（続柄　　　　　）　

代理人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（続柄　　　　　）　
松寿園　デイサービス　重要事項説明書

	当施設は介護保険の指定を受けています。

（茨城県指定　第０８７２２００１３４号）


　当施設は利用者に対して指定通所介護サービスまたは第１号通所事業（介護予防通所介護相当サービス）サービスを提供いたします。

　施設の概要や、提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明いたします。

	· サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要支援」「要介護」または「事業対象者」と　　　認定された方が対象となります。

要介護認定をまだ受けていない方でも利用は可能です。
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１．事業者

　（１）法人名　…………　社会福祉法人　慈徳会

　（２）法人所在地　……　〒３１１－２２０６　茨城県鹿嶋市大字武井１９５６番地の３

　（３）電話番号　………　０２９９－６９－２３３９

　（４）代表者氏名　……　理事長　松倉　則夫

　（５）設立年月　………　昭和４６年　１月
２．事業の概要

　（１）事業の種類　……　指定通所介護事業　、第１号通所介護事業（介護予防通所介護サービス）
　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県　第０８７２２００１３４号

　　　　　　　　　　　　　　※当事業書は、特別養護老人ホーム松寿園に併設されています。

　（２）施設の目的　……　指定通所介護または第１号通所介護事業は、介護保険法令に従い、利用者が、その有する能力に応じ可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的として、利用者に通所介護サービスまたは第１号通所介護事業（介護予防通所介護サービス）サービス（以下「通所介護サービス」という。）を提供します。

  （３）施設の名称　……　松寿園デイサービスセンター

　（４）施設の所在地　…　〒３１１－２２０６

　　　　　　　　　　　　　　　茨城県鹿嶋市大字武井１９５６番地の３

　（５）電話番号　………　０２９９－６９－３８１８

　（６）管理者氏名　……　金田　将一

　（７）当施設の運営方針　……　お客様の満足を大切に、信頼される松寿園

　（８）開設年月　………　平成　８年　１月

　（９）通常の事業の実施地域　……　鹿嶋市・鉾田市（旧大洋村）・潮来市・行方市の一部（旧麻生町、
北浦町）

　（10）営業日および受付時間

	営業日
	月曜日から土曜日（1月1日～3日を除く）

	受付時間
	営業日の　８：３０～１７：３０

	サービス提供時間
	営業日の　８：３０～１６：４０


　（11）利用定員　………　３０名

３．職員の配置状況

　　　当施設では、利用者に対して通所介護サービスを提供する職員として、以下の職種の職

　　員を配置します。


　　〈主な職員の配置状況〉

　

	職種
	常勤換算
	指定基準
	備考

	１．施設長（管理者）
	１名
	１名
	

	２．介護職員
	４名
	４名
	

	３．生活相談員
	２名
	１名
	

	４．看護職員
	１名
	１名
	兼務

	５．機能訓練指導員
	１名
	１名
	非常勤

	６．管理栄養士
	１名
	１名
	兼務


　　　※　常勤換算

　　　　　　　職員それぞれの１週あたりの勤務時間数の総数を、当施設における常勤職員の所定勤務

　　　　　　時間数（例：週４０時間）で除した数です。

	例：週８時間勤務の介護職員が５名いる場合、常勤換算では

　　　　　　　　８時間×５名÷４０時間＝１名　となります。


　　
〈主な職員の勤務体制〉

	職　　種
	勤　務　態　勢

	１．介護職員
	勤務時間　８：３０～１７：３０

※原則として、職員１名当たり８名の利用者のお世話をします。

	２．看護職員
	勤務時間　８：３０～１７：３０

※原則として、職員１名当たり３０名のご利用者のお世話をします。

	３．機能訓練指導員
	勤務時間　８：３０～１７：３０

※原則として、職員１名当たり３０名のご利用者のお世話をします。


　　　　　

４．当事業所が提供するサービスと利用料金

　　当事業所では、利用者に対して以下のサービスを提供します。当施設が提供するサービスについて、

　　

　
があります。

　

　（１）　介護保険の給付対象となるサービス（契約書　第４条）

　　　以下のサービスについては、利用料金の大部分（通常９割）が介護保険から支給されます。

	項　目
	サ　ー　ビ　ス　の　内　容

	①　食事
	＊　当事業所では、管理栄養士の立てる献立表により、栄養並びに利用

　者の身体の状況および嗜好を考慮した食事を提供します。

＊　食事時間　：　昼食：１２：００～１２：４０　　　

	②　入浴
	＊　入浴又は清拭を行います。

＊　寝たきりの方でも特殊浴槽を利用して入浴していただけます。

	③　排せつ
	＊　利用者の排せつの介助を行います。　

	④　機能訓練（要介護）
    運動機器機能向上　　　（要支援または事業対象者）
	＊　機能訓練指導員により、利用者の心身の状況に応じて、個別の機能訓練実施計画を策定し、日常生活を送るのに必要な機能の回復またはその減退を防止するための訓練を実施いたします。


　

〈サービス利用料金（１日当たり）〉（契約書　第８条参照）

　　　下記の料金表によって、利用者の要介護度に応じて使用したサービス利用料金から自己負担額を

　　お支払いください。（法定代理受領サービスであるときは、サービス利用料金の額に各利用者の介護
保険負担割合証に記載された負担割合を乗じた額となります。）

　　（サービスの利用料金は、利用者の要介護度に応じて異なります。）

※　利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一旦お支払い

　　　　いただきます。　要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻され

　　　　ます（償還払い）。　また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還払いとなります。

　　　　償還払いとなる場合、契約者または利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を

　　　　記載した「サービス提供証明書」を交付します。

　　※　利用者に提供する食事の材料にかかる費用は別途いただきます。（下記（２）①参照）

　　※　介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額にあわせて契約者の負担額を変更

　　　　します。

１）要介護１～５の場合

	利用者の要介護度
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５

	サービス料金
	サービス利用料金
	6,580円
	7,770円
	8,960円
	10、230円
	11,420円

	
	入　　浴　　（利用時）
	４００円

	
	サービス提供体制強化加算Ⅲ（利用時）
	６０円

	
	個別機能訓練加算Ⅰイ（利用時）
	５６０円

	
	若年性認知症利用者受入(該当時)
	６００円

	
	生活機能向上連携加算
	１，０００円（月額）

	
	
	

	
	通所介護処遇改善加算Ⅱ
	ご利用金額に9.0％を乗じた額

	利用者の要介護度
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５

	自己負担額

（１割負担の場合）
	サービス利用料金
	658円
	777円
	896円
	1,023円
	1,142円

	
	入　　浴　　（利用時）
	４０円

	
	サービス提供体制強化加算Ⅲ（利用時）
	６円

	
	個別機能訓練加算Ⅰイ（利用時）
	５６円

	
	若年性認知症利用者受入(該当時)
	６０円

	
	生活機能向上連携加算
	１００円（月額）

	
	通所介護処遇改善加算　Ⅱ
	ご利用金額に９％を乗じた額

	
	
	


　
２）事業対象者・要支援１・要支援２の場合

	利用者の要介護度
	事業対象者・要支援１　　要支援２（週１回程度利用）
	事業対象者　　　　　　　要支援２（週２回程度利用）

	サービス料金
	サービス利用料金
	１６，７２０円
	３４，２８０円

	
	サービス提供体制強化加算Ⅲ
	２４０円
	４８０円

	
	運動器機能向上（実施時）
	

	
	若年性認知症利用者受入（該当時）
	２，４００円

	
	
	

	
	通所介護処遇改善加算（Ⅱ）
	ご利用金額に9.0％を乗じた額

	自己負担額
（一割負担の場合）
	サービス利用分
	１，６７２円
	３，４２８円

	
	サービス提供体制強化加算Ⅲ
	２４円
	４８円

	
	
	

	
	若年性認知症利用者受入（該当時）
	２４０円

	
	通所介護処遇改善加算　Ⅱ
	ご利用金額に９％を乗じた額

	
	
	


　（２）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書　第５条参照）

　　　　　以下のサービスは、利用料金の全額が契約者または利用者の負担となります。

　　　１）　事業者は、契約者との合意に基づき、介護保険給付の限度額を超える通所介護サービスを

　　　　　提供するものとします。（契約書　第５条第１項参照）

　　　２）　サービス概要と利用料金（契約書　第５条第２項参照）

	①　食事にかかる費用

　　　利用者に提供する食事にかかる費用です。

　　　料金：１食（昼食）　　５００円
②　通常の事業の実施地域以外への送迎

　　　通常の事業の実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される場
　　　合は、お住まいと当事業所のとの間の送迎費用として、下記の料金をいただきます。

　　　上記の地域は、片道１回につき１,０００円いただきます。
　　　（例：通常の事業の実施地域以外の往復送迎　２,０００円）　 

③　レクリエーション、クラブ活動

　　　利用者または、契約者の希望により、レクリエーションやクラブ活動に参加していただ

　　　くことができます。

　　　　利用料金：当施設が負担します。
　　

④　複写物の交付　

　利用者または契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写

　物を必要とする場合には実費をいただきます。

　　　　利用料金：１枚につき　１０円
⑤　日常生活上必要となる諸費用実費

　　　　日常生活品の購入代金等、利用者の日常生活に要する費用で、利用者に負担いただくこ

　　　とが適当であるものにかかる費用をいただきます。 

　　　　ｱ)・おむつ……………………１枚　１５０円
　　　　　・リハビリパンツ…………１枚　１５０円
　　　　　・尿取りパット等…………１枚　　３０円
　　　　ｲ)　その他、利用者に負担いただくことが適当であるものにかかる費用実費をいただき

　　　　　ます。 

⑥　利用者の利用する日用生活用品のうち、リースに係る費用（おむつ、タオル等）は、実費を

　いただきます。
⑦　その他の諸費用実費

　　　その他下記の費用についても費用を負担いただきます。

　　　　ｱ)　電話代　…………　施設用電話をご利用ください。通話料は実費負担とします。
　　　　ｲ)　ＦＡＸ代…………　１枚あたり１０円


※　経済情勢の著しい変化、その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあります。

　その場合、事前に変更の内容と、変更する事由について、変更を行う前２ヶ月前までにご説明します。

　（３）利用料金のお支払い方法（契約書　第８条参照）

　　　　　前記の介護保険給付対象サービスと、介護保険給付対象外のサービスの料金・費用は、毎月

　　　　　精算し、翌月の１５日（金融機関が休みの場合は翌日）にご指定の口座より引き落としさせていただきます。

　（４）利用の中止、変更、追加（契約書　第９条参照）

　　　○　利用予定日の前に、利用者または契約者の都合により、通所介護サービスの利用を中止又は

　　　　変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。　　　　　

この場合には、サービスの実施日の前日までに、事業者に申し出てください。

　　　○　利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場合、取

　　　　り消し料として下記の料金をお支払いいただきます。

　　　　　但し、利用者の体調不良など、正当な理由がある場合はこの限りではありません。

	利用予定日の前日までに申し出があった場合
	無料

	利用予定日の前日までに申し出がなかった場合
	自己負担相当額＋食費(500円)


　　　
○　サービス利用の変更、追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により利用者または契約者　　　　　　の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議　　　　します。

５．サービス提供における事業者の義務（契約書　第１１条、第１２条参照）
当事業所は、利用者に対してサービスを提供するにあたって、利用者の生命、身体、生活環境等

　　の安全・確保やプライバシーの保護などに配慮するなど、契約書　第１１条、第１２条に規定され

　　る義務を負います。当事業所では、利用者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守り
ます。

	①利用者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮します。
②利用者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の上、利用者から
聴取、確認いたします。
③非常災害に関する具体的な計画を策定するとともに、利用者に対して、定期的に避難、救出、
その他必要な訓練を行います。
④利用者に提供したサービスについて記録を作成し、5年間保管するとともに、利用者、契約者
または代理人の請求に応じて、記録の閲覧、複写物の交付を行います。

⑤利用者へのサービス提供時において、利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合に
は、速やかに主治医への連絡を行う等、必要な処置を講じます。

⑥事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知り得た、利用者又
は契約者等に関する事項を、正当な理由なく第三者に漏洩しません。（守秘義務）
但し、利用者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等に、利用者の心身の情報を
提供します。また、契約者との契約の終了に伴う援助を行う際には、あらかじめ文書で契約者
の同意を得ます。


６．サービスの利用に関する留意事項
　（１）施設・設備の使用上の注意　（契約書　第１３条、第１４条）

　　　○　施設、設備、敷地をその本来の用途に従って利用してください。

　　　○　故意に、またはわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したり汚

　　　　したりした場合には、利用者または契約者に自己負担により、原状に復していただくか、また

　　　　は相当の代価をお支払いいただくことがあります。

　（２）迷惑行為

　　　○　事業所内の喫煙スペース以外での喫煙はできません。

○　当事業所の職員や、他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動

　　　　を行うことはできません。

　（３）持ち込みの制限

　　　○　銃刀類・可燃物・爆発物・劇薬物等の危険物のほか、金品類等の貴重品及び、酒・おやつ等の

飲食物の持ち込みはできません。

　　　　　但し、身体的な理由により持ち込みが必要なものは、契約者又は利用者と事業者が協議のう

　　　　え判断することとします。

７．損害賠償について

　　　当施設において、事業者の責任により利用者又は契約者に生じた損害については、事業者は速や

　　かにその賠償を行います。但し、その損害の発生について、利用者又は契約者に故意又は過失が認

　　められた場合には、事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。
８．サービスをやめる場合（契約の終了について）　

　　　契約の有効期間は、契約締結日から１２ヶ月間ですが、契約期間満了の２日前までに契約者から

　　契約終了の申し出がない場合には、契約は更に１２ヶ月間同じ条件で更新され、以後も同様となり

　　ます。

　　　契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、

　　仮に以下のような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了します。

	①利用者が死亡した場合。

②要介護認定により、利用者の心身の状況が「自立」と判定された場合。

③事業者が解散した場合、破産した場合、またはやむを得ない事由により、事業所を閉鎖した場合。

④施設の滅失や、重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能になった場合。

⑤当事業所が、介護保険の指定を取り消された場合、または指定を辞退した場合。

⑥契約者から解約、または契約解除の申し出があった場合。（詳細は以下をご参照ください。）

⑦事業者から、契約解除を申し出た場合。（詳細は以下をご参照ください。）　


　（１）契約者からの契約の解約、解除の申し出　（契約書　第１９条、第２０条参照）

　　　　　契約の有効期間であっても、契約者から利用契約を解除することができます。その場合には、
契約終了を希望する日の７日前までに解約届書を、ご提出ください。

　　　　　但し、以下の場合には、即時に契約を解約・解除できます。

	①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合。

②事業所の運営規定の変更に同意できない場合。

③利用者が入院された場合。

④利用者の「居宅サービス計画（ケアプラン）」が変更された場合。

⑤事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める通所介護サービスを実施しない
場合。
⑥事業者もしくはサービス従事者が第１２条に定める守秘義務に違反した場合。
⑦事業者もしくはサービス従事者が故意または過失により契約者及び利用者の身体・財物・信用等を
傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合。
⑧他の利用者が利用者の身体・財産・信用を傷つけた場合、もしくは傷つける恐れがある場合におい
て、事業者が適切な処置を行わない場合。


　（２）事業者からの契約解除の申し出　（契約書　第２１条参照）

　　　　　以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがあります。　　　

	①契約者が、契約締結時に利用者の心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、
又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合。

②契約者による、サービス利用料金の支払いが３ヶ月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわ
らずこれが支払われない場合。
③利用者が、故意又は重大な過失により事業者、もしくはサービス従事者、もしくは他の利用者の生
命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為などを行うこと等によって、本契約を継続
しがたい重大な事情を生じさせた場合。


　（３）契約の終了に伴う援助　（契約書　第１８条参照）

　　　　　契約が終了する場合には、事業者は利用者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、必

　　　　要な援助を行うよう努めます。

９．提供するサービスの第三者評価実施状況
	第三者による評価の実施状況
	１　あり
	実施日
	

	
	
	評価機関名称
	

	
	
	結果の開示
	

	
	２　なし


１０．　苦情の受付について（契約書　第２４条参照）

（1） 当事業所における苦情の受付

	当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。　

  ☆苦情処理受付窓口（担当者）…　生活相談員　金田　将一

　☆電　　　　　話　………………　０２９９－６９－３８１８

　☆受　付　期　間　………………　営業日の　８：３０～１７：３０


　　　　　また、苦情受け付け箱を設置しています。
　　　　　当施設で苦情に対する対応ができない場合、行政の関係部署にご相談ください。

以上

　令和　　年　　月　　日

　指定通所介護サービスまたは第１号通所介護事業（介護予防通所介護サービス）の提供の
開始に際し、本書面に基づき「重要事項説明書」ならびに「運営規定」の説明を行いました。

　　　松寿園　デイサービスセンター

　　　　　・説明者職名　管理者・生活相談員　
　　　

　　　　　・氏名：　　　　　　　　　　　印　　　
　私は、本書面に基づいて事業者から「重要事項説明書」ならびに「運営規定」の説明を
受け、指定通所介護サービスまたは第１号通所介護事業（介護予防通所介護サービス）の
提供開始に同意しました。

　　利用者

　　　　　・契約者住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　・氏　　　名：　　　　　　　　　　　　　　印

利用者からの苦情を処理するための措置の概要

社会福祉法人 慈徳会

　社会福祉法人　慈徳会では利用者からの苦情に適切に対応するために以下のような苦情処理体制を整えました。苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員を設置し、苦情解決に努めることと致します。

１．苦情解決責任者　　管理者　原　三郎

２．苦情受付担当者　
　　特別養護老人ホーム松寿園　　　生活相談員　　　　小原　勝志     TEL 0299-69-2339

　　松寿園ショートステイ　　　　　生活相談員　　　　平山　航　　 　TEL 0299-69-2339
　　　　　　　　　　　　　　　　　介護リーダー　　　飯田　知子

　　松寿園デイサービスセンター　　生活相談員　　    金田　将一　　 TEL 0299-69-3818
　　松寿園居宅介護支援センター　　ケアマネージャー　藤石　直子　　TEL 0299-77-7313

　　鹿嶋市だいどう地域包括支援センター　社会福祉士　千葉　剛　　　 TEL　0299-77-5681

　　

３．第三者委員　大槻　勝敏（社会福祉法人　慈徳会　評議員）連絡先　0299-69-0355

　　　　　　　　内野　健史（社会福祉法人　慈徳会　評議員）連絡先　0299-82-3202　

４．苦情解決の方法

（１）苦情受付の方法

　　　　苦情は面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受付けます。なお、第三者委員に直接苦情を申出ることもできます。

（２）苦情受付の報告・確認

　　　　苦情受付担当者が受付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員（苦情申出人が第三者委員への報告を拒否した場合を除く）に通知します。第三者委員は内容を確認し苦情申出者に対して、報告を受けた旨を通知します。

（３）苦情解決のための話し合い

　　　　苦情解決責任者は、苦情申出者と誠意をもって話し合い、解決に努めます。その際、苦情申出者又は苦情解決責任者は、第三者委員の助言や立ち会いを求めることができます。なお、第三者委員の立ち会いによる話し合いは、次により行います。

　　　イ　第三者委員による苦情内容の確認

　　　ロ　第三者委員による解決案の調整、助言

　　　ハ　話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認４）結果及び経緯の報告義務

　　　イ　苦情解決責任者は、苦情が解決した時は、その旨を文書で記録し第三者委員に報告するとともに必要な助言を求めます。

　　　ロ　苦情解決責任者は、苦情申出者に改善を約束した事項について、苦情申出者及び第三者委員に対して、一定期間経過後、報告する。

＜行政機関その他苦情受付機関＞


指定通所介護


介護予防・日常生活支援総合事業


第１号通所介護サービス


利用契約書





※　職員の配置については、指導基準を遵守しています。





利用料金が介護保険から給付される場合


(2)　利用料金の全額を契約者に負担いただく場合





鹿嶋市介護長寿課　　　　　　℡　０２９９－８２－２９１１


鉾田市介護保険課　　　　　　℡　０２９１－３３－２１１１


行方市介護福祉課　　　　　　℡　０２９９－５５－０１１１


潮来市高齢福祉課　　　　　　℡　０２９９－６３－１１１１


国民健康保険団体連合会　　　℡　０２９－３０１－１５６７


茨城県社会福祉協議会　　　　℡　０２９－２４１－１１３３





※　この重要事項説明書は、厚生省令第３７号（平成１１年３月３１日）第８条の規定に基づき、


　利用申込者または契約者への重要事項説明のために作成したものです。





鹿嶋市介護長寿課　　　　　　℡　０２９９－８２－２９１１


鉾田市介護保険課　　　　　　℡　０２９１－３３－２１１１


行方市介護福祉課　　　　　　℡　０２９９－５５－０１１１


潮来市高齢福祉課　　　　　　℡　０２９９－６３－１１１１


国民健康保険団体連合会　　　℡　０２９－３０１－１５６７


茨城県社会福祉協議会　　　　℡　０２９－２４１－１１３３
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